大阪府が東京都方式簡易版の作成基準（大阪独自方式）により、財務諸表の試算を公表しています。
先日「大阪府の新公会計制度（中間報告）」を公表しておりますが、その考え方をできる限り反映した作成となっている模様です。

■平成20 年度大阪府財務諸表（簡易版）の試算
http://www.pref.osaka.jp/hodo/attach/hodo-02816_4.pdf

・本財務諸表は、平成２０年度の地方財政調査（決算統計）のデータを組み替える等により作成した簡易版で、作成にあたっては、東京都方式簡易版の作成基準を基本としつつ、「中間報告」でお示しした考え方をできる限り反映したものとしています。
【主な変更点】
貸借対照表
・基金借入金の実態を明確に表示
・固定資産を事業用資産、インフラ資産、投資その他の資産に区分
・売却可能資産は別表で売却可能額（時価ベース）を表示
行政コスト計算書　
・行政サービス提供に要する全てのコストとその財源（税収等の収入）を計上し、財政収支を表示
キャッシュ・フロー計算書
・現金収支の状況を「行政サービス活動」、「投資活動」、「財務活動」に区分し、増減要因を表示

・導入目的
　①府民への更なる財務情報の開示
　②コスト面など更なる職員の意識改革
　③組織や事業マネジメントへの活用

○貸借対照表
・資産総額：11兆2,234億円（連結）　8兆152億円（普通会計）
・有形固定資産（普通会計）　事業用資産：2兆6,010億円　インフラ資産：4兆905億円
・負債総額：7兆6,396億円（連結）　6兆706億円（普通会計）
・純資産総額：3兆5,838億円（連結）　1兆9,446億円（普通会計）

○行政コスト計算書
・行政収支：▲785億円（連結）　330億円（普通会計）
・金融収支：▲991億円（連結）　▲771億円（普通会計）
・特別収支：906億円（連結）　689億円（普通会計）

○純資産変動計算書
・当期増減額：▲887億円（連結）　248億円（普通会計）

○キャッシュフロー計算書
・行政サービス活動：1,339億円（連結）　501億円（普通会計）
・投資活動：▲1,627億円（連結）　▲1,065億円（普通会計）
・財務活動：275億円（連結）　632億円（普通会計）
・形式収支：1,519億円（連結）　229億円（普通会計）

■大阪府の新公会計制度
http://www.pref.osaka.jp/attach/6317/00040091/tyukan.pdf

・大阪府の新公会計制度導入に当たっては、次のような観点から検討を行う
　①信頼性及び検証可能性が確保できる会計制度であること。
　②個別の組織、事業におけるマネジメントに活用できること。
　③財務諸表の利用者にとって分かりやすいこと。
　④作成のための労力及びコストをできるだけ軽減するシステムであること。


雑感
大阪府の新公会計制度による財務諸表等は、会計別、組織別、事業別の３つのカテゴリー別に作成し公表できるものを目指すということです。
大阪府のような規模であれば事業別の財務諸表の作成が可能なのかもしれませんが、小規模な地方公共団体では無理というか、作成の複雑さと作成後の活用効果が薄らぎますね。
大阪府の事業規模は、通常の小規模自治体の施策とかプロジェクト的なレベルではないでしょうか。

いずれにせよ、組織別、事業別に作成できるというのは、組織マネジメントや施策マネジメントの両者にとって有効な情報に成りえると思います。また、次年度以降の予算編成や組織の予算の優先順位の検討材料としても意義があるものでしょう。

次に、各組織でこの有効な情報を活かしてマネジメントを行う人材の育成も急務ですね。
また、大阪府は優秀な方も大勢居られるでしょうから、その有効活用事例等を他に広めていただくと、地方自治体全体の底上げにつながるものと期待です。
